
○ 平成30年の全国の肉用牛の産出額7,416億円に対して、北海道の産出額は1,016億円で13.7％と全国２位。
○ 道内の牛枝肉生産量は、近年90千トン程度の横ばいで推移。なお、このうち92％を乳用種が占めている。
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H2年 7年 12年 17年 22年 27年 28年 29年 30年

全国 5,981 4,494 4,564 4,730 4,639 6,886 7,391 7,228 7,416

北海道 451 486 538 646 559 972 1,041 1,002 1,016
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（億円） 農業産出額（肉用牛）の推移
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全国の農業産出額（肉用牛）の内訳（平成30年）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

13.7％

Ⅲ 肉用牛

１ 北海道における肉用牛の位置付け

Ｈ24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

全国 519 508 502 481 463 469 475

北海道 93 88 88 90 91 91 91
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（千トン） 牛枝肉生産量の推移

資料：農林水産省「食肉流通統計」



○ 経営形態別の飼養戸数は、黒毛和種などの肉専用種では、平成31年は前年比1.4％減の2,110戸（平成17年
対比89.4％）。乳用種では、前年比4.1％増の427戸（平成17年対比83.7％）。

○ 飼養頭数は、肉専用種では、平成31年は前年比18.3％減の181,100頭（平成17年対比130.1％）。乳用種で
は、 前年比9.3％増の325,200頭(平成17年対比109.1％）。

○ １戸当たり飼養頭数は、肉専用種（86頭/戸）、乳用種（762頭/戸）とも全国平均の約２倍。

資料： 農林水産省「畜産統計」（各年２月１日）経営タイプ別飼養頭数,  飼養戸数 資料：農林水産省「畜産統計」（各年２月１日）経営タイプ別飼養頭数、飼養戸数

H17 22 26 27 28 29 30 31年

飼養頭数 139,200 241,300 203,300 203,500 192,600 209,300 221,800 181,100

戸数 2,360 2,590 2,230 2,190 2,170 2,240 2,140 2,110

頭数/戸 59.0 93.2 91.2 92.9 88.8 93.4 103.6 85.8
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北海道の肉専用種経営飼養頭数と戸数の推移

H17 22 26 27 28 29 30 31年

飼養頭数 298,200 289,500 302,500 297,500 315,800 303,100 297,400 325,200

戸数 510 407 423 414 408 343 410 427

頭数/戸 584.7 711.3 715.1 718.6 774.0 883.7 725.4 761.6
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２６

２ 肉用牛の飼養動向



■ 乳用種経営の経営タイプ別飼養戸数
○ 本道の乳用種経営は、育成経営が203戸で47.5％、肥育経営が91戸で21.3％、一貫経営が133戸で31.1％。
○ 経営形態別戸数では、専業経営が49.5％、複合経営が50.5％となっており、複合経営は、酪農や畑作との複
合が主体。

■ 肉用種経営の経営タイプ別飼養戸数
○ 本道の肉用種経営は、1,710戸81.1％が広大な飼料基盤を生かした子取り繁殖経営となっている。
○ 繁殖経営にあっては、水田や畑作、酪農などとの複合経営の形態が62.9％と過半。

３ 肉用牛の経営形態

資料：農林水産省「畜産統計」（2月1日）経営タイプ別飼養戸数 資料：北海道農政部調べ
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４ 肉用牛の経営状況

２８

○ 子牛（黒毛和種）の生産費は30年度に60万円まで増加。所得は肥育素牛の販売価格が堅調であり、高
水準をキープ。労働時間は、ほ育育成期間とともに平成20年度ころから横ばい。

○ 乳用雄育成牛の生産費は増加傾向にあり近年20万円台で推移。 所得は肥育素牛の販売価格が高値で
推移しており、比較的経営は安定。労働時間は飼育労働が増え近年は微増傾向。

○ 去勢若齢肥育牛（和牛）は、素牛購入費の増加など物材費が増加傾向。粗収益は横ばいで推移しているた
め、30年度の所得は▲5万円。労働時間は短縮傾向にあり、出荷月齢や出荷体重は横ばいで推移。

○ 乳用雄肥育牛も素牛購入費の増加を受け物材費が上昇。粗収益は微増にとどまり、30年度の所得はマイ
ナスに転じている。出荷体重や出荷月齢は横ばいで推移しているが、近年の労働時間は増えている。

■肉用牛経営の形態別所得、生産費、労働時間等の推移（北海道）
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千ｔ
牛肉の国内需給動向（部分肉）と輸入量の推移

1,200

５ 牛肉の需給動向

○ 我が国の牛肉生産量（部分肉ベース）は、35万トン前後で推移してきたが、近年減少傾向。
○ 牛肉の消費量（推定出回り量）は、平成13年の国内や15年の米国でのBSE発生により大幅に減少した後、

19年以降は、回復傾向で推移。28年以降は、輸入量の増加に伴い、30年は93万トンに達した。
○ 輸入量は、15年の米国からの輸入停止後は豪州産が増加。米国産は、平成18年の再開以降は増加傾向。

28年以降は、肉ブームの高まりを背景とした外食需要等の増加により、豪州産・米国産などが増加。
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○ 肉用子牛価格は、平成13年の国内でのBSE発生の影響により下落。
その後、需要の回復により堅調に推移し、平成18年の米国産牛肉の輸入禁止もあり、黒毛和種では、50万円
を上回る水準まで回復。

〇 平成19年以降、枝肉価格の低下を受け下落したが、平成22年の口蹄疫の発生、平成23年の東日本大震災な
どの影響を背景とした、繁殖基盤の弱体化から子取り用めす牛の減少に伴う出生頭数の減少等により、平成25
年以降、価格が高騰し、現在も高止まりの状況。

３０資料：農畜産業振興機構「肉用子牛取引状況」

６ 肉用子牛の取引動向



７ 牛枝肉価格の推移

○ 牛枝肉価格は、平成13年の我が国におけるBSE発生以降大きく値下がり。その後、需要の回復や輸入量の減
少等により堅調に推移したが、20年以降は国内生産量の増加等により価格低迷が続く。

○ 平成23年３月の東日本大震災による消費の減退や東電の原子力発電所事故の影響などからさらに下落傾向
にあったが、平成24年以降は回復基調で推移し、近年は資源の減少により高止まり。

３１
資料：農林水産省「畜産物流通統計」



■ 肉用子牛生産者補給金制度 〔令和２年度(2020年度)予算額：662億円 〕
○ 平成３年度の輸入自由化に対応し、肉用子牛生産の安定を図るため、肉用子牛の平均売買価格が保証基

準価格を下回った場合に生産者補給金を交付。
○ TPP11発効の平成30年12月30日から肉用子牛生産者補給金制度（１階事業）と肉用牛繁殖経営支援事業

（２階事業）については、肉用子牛生産者補給金制度に一本化されたところ。
■ 肉用牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキン） 〔令和２年度(2020年度)予算額：977億円 〕
○ 肉用牛肥育経営の安定を図るため、標準的販売価格が標準的生産費を下回った場合に、肉用牛の生産者

に対し、その差額の９割を交付金として交付（交付金の1/4相当額は生産者の積立金から支出）。
○ 従来の肉用牛肥育経営安定特別対策事業が、平成30年12月30日から法制化され交付金制度に移行。

８ 肉用牛の経営安定対策
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（国：1/2、道：1/4、生産者：1/4で積
立）

資料：独立行政法人農畜産業振興機構 ※令和元年10月改定

新しい保証基準価格

繁殖経営
支援事業

【3/4】

子牛
販売価格

補給金

子牛
販売価格

補給金
【10/10】

＜従来の制度＞ ＜発効後＞

保証基準価格

資料：独立行政法人農畜産業振興機構

区 分
保証基準価格 ※

（千円／頭）
合理化目標価格 ※

（千円／頭）

交付金額 （千円）

H31年1月～3月期 H31年4月～R1年12月期

黒毛和種 541 429 0 0

褐毛和種 498 395 0 0

その他肉専用種 320 253 0 16,798

乳用種 164 110 0 0

交雑種 274 216 0 0

区 分
交付金額（千円）

H31年1月～3月期 H31年4月～R1年12月期

肉専用種 138,632 441,431

交雑種 0 68,261

乳用種 1,686,939 3,211,971

合 計 1,825,571 3,721,663



《レンダリング施設》

小部産業(株) ●

北海道道南畜産事業協同組合 ● ● ●

北央化製事業協同組合 ● ● ●

(株)北海道畜産公社上川工場 ● ●

(株)北海道畜産公社早来工場 ● ●

小西畜肉(株) ● ●

北見農協連オホーツク地域化成場 ●

サホロ畜産事業協同組合 ● ● ●

十勝農協連化成事業所 ● ● ● ●

北海レンダリング協同組合 ●

(株)北海ケミカル ● ● ●

日本ホワイトファーム(株)知床事業所 ● ●

プライフーズ(株)伊達工場 ●

藤富産業(株) ●

名　　称 死亡
牛

取扱原料

牛 豚 鶏

○ 道内には食肉センターが、設置者別に（株）北海道畜産公社が５工場、市町村営が２工場、民間営が７工場の
計14工場が設置されている。

○ 平成31年4月1日現在のと畜能力は、全道で牛が1,185頭/日、豚が6,725頭/日となっている。
○ また、道内には１４のレンダリング施設が設置されている。

９ 食肉センター等の設置状況

⑨名北ミート（株）
（森町）

⑩日本フードパッカー（株）
道南工場（八雲町）

⑫（株）北海道チクレンミート
北見食肉センター（北見市）

③（株）北海道畜産公社道央
事業所上川工場（旭川市）

⑥名寄市立食肉センター
（名寄市）

⑬日本フードパッカー（株）
道東工場（網走市）

②（株）北海道畜産公社道央
事業所函館工場（函館市）

①（株）北海道畜産公社道央
事業所早来工場（安平町）

⑤（株）北海道畜産公社道東
事業所十勝工場（帯広市）

④（株）北海道畜産公社道東
事業所北見工場（大空町）

⑦池田町食肉センター
（池田町）

⑭（株）日高食肉センター
（新冠町）







⑪かみふらの工房食肉
センター（上富良野町）

⑧道央食肉センター（株）
（岩見沢市）













 





 ＝ レンダリング施設



３３

《食肉センター》 H31.4.1現在

牛 豚

①道央事業所早来工場 100 1,200

②道央事業所函館工場 43 360

③道央事業所上川工場 110 570

④道東事業所北見工場 125 369

⑤道東事業所十勝工場 450 350

⑥名寄市立食肉センター 80 0

⑦池田町食肉センター 70 0

⑧岩見沢市精肉センター 0 600

⑨名北ミート㈱ 35 6

⑩日本フードパッカー(株)道南工場 20 1,030

⑪かみふらの工房食肉センター 0 570

⑫(株)北海道チクレンミート北見食肉センター 92 140

⑬日本フードパッカー(株)道東工場 60 630

⑭(株)日高食肉センター 0 900

㈱北海道

畜産公社

市町村

民　 間

設置者 名　称

と畜能力
（１日当たり）



○ 全道のと畜場の稼働率（牛）は、H25：80％→H30：79％。
※基幹的施設（北海道畜産公社）H25：80％→H30：78％、補完的施設（市町村営・民間営）H25：79％→H30：79％

○ 北海道畜産公社根釧工場の閉鎖（平成28年３月）に伴い、道東・道北の一部のと畜場では処理頭数が増加し、
稼働率の向上が見られる。

１０ 食肉センター等の稼働状況
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H25-1 H25-2 H30-1 H30-2

北海道畜産公社
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稼働率８割ライン

稼働率８割との差

乳用雌

交雑種

肉用種

乳用去勢

牛のと畜能力と処理実績（平成25年/30年）

乳用種
ホルスタイン種、ジャージー
種、その他乳用種

交雑種
肉専用種×乳用種

肉用種
黒毛和種、褐毛和種、日本短角種

黒毛和種×褐毛和種、和牛間交雑種、
その他肉専用種

H25 H３０
函館工場 43 43
早来工場 100 100
上川工場 110 110
十勝工場 350 450
北見工場 110 125
根釧工場 100 -
名寄市立食肉センター 80 80
池田町食肉センター 60 70
名北ミート㈱ 35 35
日本ﾌｰﾄﾞﾊﾟｯｶｰ㈱道南工場 30 30
日本ﾌｰﾄﾞﾊﾟｯｶｰ㈱道東工場 30 35
㈱北海道ﾁｸﾚﾝﾐｰﾄ北見食肉ｾﾝﾀｰ 92 92

1,140 1,170

と畜能力（大動物）
区　分 名　　称 許可頭数（1日）

民間営

市町村
営

北海道
畜産
公社

合計
※国のガイドラインで定められていると畜場の基準稼働率は80%
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１１ 牛肉の輸出状況

○ H30（2018）年に本道から牛肉を輸出した相手国は、タイ、台湾、シンガポール、ベトナム、UAEの５カ国。
○ 品種の内訳は、それぞれ国や地域により、大きく異なっている。
○ H31（2019）年には（株）北海道畜産公社十勝工場が対米輸出の認定を受けるなど、輸出量も増加しつつある。

牛肉の種類別・輸出先別輸出量（2018年１～12月、2019年１～12月）

※輸出のための証明書の数値、及び各事業者への聞き取りをもとに作成
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